長第115号
平成23年５月12日
高齢者福祉施設等の設置者　様
岩手県保健福祉部長寿社会課総括課長
【東日本大震災関係】

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助の協議について
このことについて、別添のとおり、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長等から通知がありましたのでお知らせします。

つきましては、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により被災し、標記補助金の活用を希望する場合は、当該通知に従い、下記のとおり災害復旧費国庫補助に係る協議書等を提出くださるようお願いします。
記
１　当該補助事業の概要について

　　当該補助金は東日本大震災を受け、被災した社会福祉施設等のハード（建物の）復旧に要する経費を助成するものです。（備品等の設備は当該補助の対象になりません。）
　　また、東日本大震災が激甚災害に指定されたことにより、補助率がかさ上げされる等の特例が措置されており、現段階の補助概要を別紙のとおり整理しましたので、ご参照願います。

２　協議書等の提出について
(1) 　提出期限　平成23年６月10日（金）【期限厳守】
(2)　提出書類

ア　別紙様式第１号（協議書）
イ　別紙様式第２号（社会福祉施設等災害復旧費国庫補助協議書）

ウ　別紙様式第３号（社会福祉施設等の定員及び被害部分の入所者数）
エ　添付書類
(1) 　合見積書

(2) 　建物配置図

(3) 　平面図

(4) 　被災状況のわかる書類

(ｵ)　過去の交付決定通知書の写し

　　　(ｶ)　民間の損害保険金等の支払い（確定）額がわかる資料
３　留意事項
(1) 　社会福祉施設等の早期復旧について
速やかに施設運営の再開を図るため、協議を待たずに応急仮工事や災害復旧工事を進めることが可能です。
その場合、平成23年５月６日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課等事務連絡に十分ご留意願います。
(2) 　補助対象施設について

施設種別により、社会福祉法人以外の民間事業者(医療法人含む。)が設置した施設の場合、補助対象が当該施設整備時に国の交付金の交付を受けたものに限られているので、留意すること。（別紙１の一覧表を参照すること。）
(3) 　今回協議しない場合、現段階において、被災した施設の復旧について他の補助制度を活用できる見込みはないので、ご留意願います。
(4) 　その他
　　　補助金交付要綱については、国から通知があり次第連絡します。

岩手県保健福祉部長寿社会課


住所：盛岡市内丸10－１


TEL：０１９－６２９－５４４１


FAX：０１９－６２９－５４４４
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